
Ⅰ.ガイドライン作成の目的
岡崎市（以下  本市     ）  三河山地 豊  森林 矢作川       清流  自然

に恵まれた地域にあり、緑地の保全・緑化の推進及び都市公園の整備などが積極的に進められてきた
都市    古  岡崎公園 明治６年 太政官布告第 16号により、日本における都市公園のさき
   一    整備 進      後 都市計画制度 整       様々 公園緑地 整備 
  市民 長 親       

平成 28年 4月 1日現在 本市 都市公園整備量 岡崎市都市公園条例 定    １人当
たり 標準整備量 上回     一定 整備 進            市街地緑化補助金制度 
      民有地 緑地保全 緑化推進 緑 勉強会 開催  官民連携 取 組  行    
  緑 量 質を向上          両面 施策 行      

しかしながら、積極的な公園緑地 整備 行     一方  本市  都市計画決定後 長期
間にわたり未整備の都市計画公園が存在しており、これらは既に開設している都市公園と比較して箇
所数で約 10％、面積は約 120%程度       

    都市計画公園 長期間    未整備 状態      主 背景     限   予算
により、限られた整備しかできない   挙       個別    以下 示    理由 挙   
る。

①他法令（文化財保護法など）の規制を受けるもの

城や寺などの史跡を含む土地に都市計画決定されたもので、教育委員会との調整を要するなど、他
 法令 関  機関  調整 必要   理由 整備 遅       

②計画区域内に複数の地権者が存在するなど、用地取得に向けた調整に時間がかかるもの

計画区域内に複数の地権者が存在する、地権者が故人であるなどにより、整備を進めるに当たり、
複数 地権者  調整 地権者 所在 確認 時間 要      交渉 難航   理由 用地
取得が進んでいないもの。

③計画区域内もしくはその周辺に、（既設の）都市公園や代替施設が整備された、もしくは今後そ
の計画があるもの

計画区域内もしくはその周辺に、他の都市公園やそれに準じる機能を有した代替施設（こども広
場 児童遊園  ） 整備        近年中 整備予定      都市計画公園 整備 必
要性が低くなったもの。
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近年 社会経済情勢 考慮        都市計画公園 整備  今後   長 年月 要 
    予測   計画区域 関係者  土地利用 制限 移転 不安   負担 生    状
況    他自治体  訴訟 発展  例        公園緑地 数 面積 増        
維持管理費 増大 続     新規公園整備のための投資的経費が圧迫される近年 厳  財政
状況下においては、今後の公園整備費の大幅な増加は困難である。

     状況   今後 限   予算 中 公園緑地 効率的 整備        現状 都
市計画決定後 長期間 わた 未整備 状況       長期未整備都市計画公園      各
種前提条件及び現状を把握した上で様々 観点  検証 行 、今後   方 見直 必要性 
高まってきている。

以上を踏まえ、ここに、本市の長期未整備都市計画公園の対処 向   見直  方針 位置付
   見直         作成        

本ガイドラインの内容としては、まず「Ⅱ.ガイドライン作成の前提」として、都市公園の種別と公園緑地
の機能と役割及び長期未整備都市計画公園についての定義を明確に示した上で、社会情勢等の変
化や上位・関連計画についてとりまとめている。そして「Ⅲ.岡崎市の都市公園等について」として、本市の
都市公園等の現状について把握し、「Ⅳ.岡崎市の長期未整備都市計画公園 現状 として、本市の
長期未整備都市計画公園 状況分析 行 ている。その上で、「Ⅴ.長期未整備都市計画公園 見
直し方針」として 長期未整備都市計画公園 対処に向けた見直  方針 定 るための対処フロー
を位置付け、フロー上の各検証の考え方を示している。
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なお、本ガイドライン内にて使用する、公園緑地に関する用語の使い分けを以下に示す。

都市計画公園 
都市計画法に基づき配置され、都市計画決定（略称： 都決 ）された

公園または緑地 

都 市 公 園 
都市計画決定の有無に関わらず、法令に基づき告示   市民 利用 

れている公園または緑地 

都 市 公 園 等 
都市公園と、市によって整備された都市公園に準じる機能を持つ施設（本

市では児童遊園・こども広場・学区運動広場・自然環境保護区・水とみどりの
森の駅を指す） 

公 園 緑 地 
設置主体 管理主体 問わない、都市における緑地空間とオープンスペー

ス全般 

＜公園緑地 関  用語       ＞ 

都市公園 
都市公園に準じる施設

・児童遊園 

・こども広場 

・学区運動広場 

・自然環境保護区 

・水とみどりの森の駅 

公園緑地 

都市計画公園 

里山  

農村公園、
広場、 
ポケットパーク 
など 

都市公園等 
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Ⅱ.ガイドライン作成の前提
1 都市公園の種別と公園緑地の機能と役割

1.1 都市公園とは
都市における都市公園とは、緑の拠点として良質 自然環境 創出 潤いのある都市景観の形成、

防災機能の確保、休憩や交流 場及びスポーツ・レクリエーションの場となる等、様々な役割を担うもの
であり、人々が豊かな生活を実現する上で必要不可欠 社会的共通資本である。
都市公園は機能に応じて以下のような種別に分類される。

表―Ⅱ-1 都市公園の種別
種類 種別 内容

住 
区 
基 
幹 
公 
園 

街区公園 もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離 250mの範囲内
で１箇所当たり面積 0.25ha を標準として配置する。

近隣公園 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で近隣住区当たり１箇所を
誘致距離 500mの範囲内で１箇所当たり面積２ha を標準として配置する。

地区公園 
主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離１kmの範
囲内で１箇所当たり面積４ha を標準として配置する。都市計画区域外の一定の町村におけ
る特定地区公園（カントリ－パ－ク）は、面積４ha 以上を標準とする。

都市
基幹
公園 

総合公園 都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする公
園で都市規模に応じ１箇所当たり面積 10 50ha を標準として配置する。

運動公園 都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当
たり面積 15 75ha を標準として配置する。

大 
規 
模 
公 
園 

広域公園 
主として一の市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充足することを目的とす
る公園で、地方生活圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当たり面積 50ha 以上を標準と
して配置する。

レクリエ
ーション
都市 

大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に富んだ広域レクリエ－ション需要を
充足することを目的とし、総合的な都市計画に基づき、自然環境の良好な地域を主体に、大
規模な公園を核として各種のレクリエ－ション施設が配置される一団の地域であり、大都市
圏その他の都市圏域から容易に到達可能な場所に、全体規模 1000ha を標準として配置す
る。

国営公園 
主として一の都府県の区域を超えるような広域的な利用に供することを目的として国が設置
する大規模な公園にあっては、１箇所当たり面積おおむね 300ha 以上を標準として配置す
る。国家的な記念事業等として設置するものにあっては、その設置目的にふさわしい内容を
有するように配置する。

緩 
衝 
緑 
地 
等 

特殊公園 風致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、その目的に則し配置する。

緩衝緑地 
大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しくはコンビナ－ト地帯等の災害の防止
を図ることを目的とする緑地で、公害、災害発生源地域と住居地域、商業地域等とを分離遮
断することが必要な位置について公害、災害の状況に応じ配置する。

都市緑地 

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るために設けられてい
る緑地であり、１箇所あたり面積 0.1ha 以上を標準として配置する。但し、既成市街地等に
おいて良好な樹林地等がある場合あるいは植樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境
の改善を図るために緑地を設ける場合にあってはその規模を 0.05ha 以上とする。(都市計
画決定を行わずに借地により整備し都市公園として配置するものを含む)

緑道 
災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を図ることを目的とし
て、近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けられる植樹帯及び歩行者路又は自転車
路を主体とする緑地で幅員10 20ｍを標準として、公園、学校、ショッピングセンタ－、
駅前広場等を相互に結ぶよう配置する。

注) 近隣住区＝幹線街路等 囲       1km四方(面積 100ha)の居住単位
資料：「公園緑地マニュアル」を基に作成
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1.2 公園緑地の機能と役割
本市では、「岡崎市緑の基本計画 2011改訂版」の中で、公園緑地を含む「緑」の機能と役割を

以下の５つの視点でとりまとめている。 

表―Ⅱ-2 「緑」の機能と役割
視点 内容

都市環境の保全 ●都市の緑の骨格を形成し、都市環境を保全する緑
●生物の生育・生息空間となる緑
●二酸化炭素吸収源、ヒートアイランド対策等、都市の低炭素化に
資する緑

●雨水を蓄えて浄化し、水源を確保する緑
災害防止 ●延焼防止や避難地となる緑

●防災活動の拠点となる緑
●水害を抑制する緑

自然や歴史の景観形成 ●豊かな自然環境と調和し、潤いと安らぎを感じられる自然景観を形成
する緑

●岡崎の歴史や文化を感じる緑
●潤いと風格ある都市景観を形成する緑

緑とのふれあい ●健康づくりやスポーツ・レクリエーションを楽しむ緑
●緑とふれあい、学ぶ場となる緑
●       交流 育 緑

市民  協働 ●市民  緑 関  情報提供 普及啓発
●市民   緑 管理 育成 活動

資料：「緑の基本計画 2011改訂版」より抜粋  
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2 長期未整備都市計画公園とは

2.1 長期未整備都市計画公園とは 
本市には、都市計画決定がされているにもかかわらず、その後長期間   り計画区域すべてが未整

備の都市計画公園や一部のみ整備された都市計画公園が 23 箇所あり、様々 理由  今後も着
工の目途 立     都市計画公園が大多数を占めている状況である。 

「都市計画運用指針」（国土交通省）【参考1】に示されているように、都市計画は基本的に 20年
後の目標となる将来像を位置付けて計画するものとされている。これを参考とし、本市では都市計画決
定後 20 年以上経過しても未整備の区域を含む都市計画公園を、「長期未整備都市計画公園」と
定義する。 

＜長期未整備都市計画公園の定義＞ 

都市計画決定後20年以上経過 未整備区域を含む都市計画公園

これらの都市計画公園が長期未整備      主 理由      他法令（文化財保護法な
ど）の規制を受けるもの」、「計画区域内に複数の地権者が存在するなど、用地取得に向けた調整に
時間がかかるもの」、「計画区域内もしくはその周辺に、（既設の）都市公園や代替施設が整備され
た、もしくは今後その計画があるもの」が挙げられる。 

【参考１】 

第８版 都市計画運用指針（国土交通省/平成 28年 9月）
■都市計画の目標 P.18 

都市計画区域マスタープランの「都市計画の目標」としては、おおむね 20年後 都市 
姿 展望  上 少    次 掲  内容 定     望      場合 相当長期間
    普遍性 有  基本理念 基       20年後 地域毎 市街地像 記載
することも考えられる。

■都市施設 計画 目標年次 P.212 

都市施設 計画 目標年次      都市計画区域         整合 図 上
からもおおむね 20年後 目標   長期的 整備水準 検討  都市施設 都市計画 
定めることが望ましい。
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2.2 長期未整備都市計画公園の問題点 
長期未整備都市計画公園の一般的な問題点として、以下の内容が考えられる。

・少子高齢化により公園緑地整備に対する必要性やニーズが変化しており、都市計画決定当初
の整備計画が実情と即していない場合がある。

・都市計画決定当初から対象地の周辺状況が大きく変化している都市計画公園では、整備に当
たり予定よりも多大な移転補償費や移転先の確保などが必要となり 事業実施 更 困難とな
っているものがある。

・地権者 対  長期     私権制限   いるため問題となっている場合がある。具体的に
は、未整備の都市計画公園区域内には、都市計画法に基づく建築制限【参考 2】がかけられてお
り、計画区域内 建築行為 行 際   市長 許可 受  必要        長期   
り事業に着手しない都市計画公園の区域内では、土地所有者にとって売買・建替えなどの将来
設計 立        問題点が挙げられる。 

【参考２】

・地権者の私権制限や 都市計画決定 変更 伴  過去には訴訟 発展  事例【参考 3】も
ある。 

都市計画法に基づく建築制限 （都市計画法第 53 条、54 条） 
・階数が二以下で、かつ、地階を有しないこと。 
・主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造で 
あること。 

※  ケース 1 及び 2  都市計画道路 関    であるが、都市計画上は都市計画公
園と同じ都市施設としての位置付けで同じ建築制限が発生しており、長期未整備  
り引き起こされる同様の課題をはらんでいるため、参考として掲載する。 

    ケース１については、原告に対し損失補償等の必要性は認められなかったものの、都
市計画決定後 60年間 事業化 至  制限 課      点 問題視   事
例         ２      都市計画変更決定 違法性が認められたものであ
  都市計画決定 絶対的       時代 即  合理性  都市計画     
   重視      示 事例    

7



【参考３】

＜訴訟事例＞ 
ケース１：盛岡訴訟（市道区域決定処分取消等請求事件/最判 H17.11） 
 昭和 13 年都市計画決定 都市計画道路 区域内に土地・建物を所有する原告が 長
年    建築制限 受      につき、盛岡市に対して①都市計画決定の取り消し、②
国家賠償法に基  慰謝料 支払い、③憲法に基づく財産権補償を訴えたもの。 
   →市は都市計画道路全体 見直  漸次実施しており、その必要性を確認した上で変

更 行    たことを考慮すると、都市計画が 60 年以上 長期間     事業
化されるに至っていないことを考慮に入れても、被告に認    裁量権 範囲内  
どまっているとの判断 

（裁判官補足意見） 
   →建築制限 対  受忍限度 考える際には、制限の内容と同時に制限の及ぶ期間が

問題とされなければならないと考えられるものであり、60年     制限が課せられて
いる場合に損失補償の必要はないという考え方には大いに疑問がある 

   →本件土地の所在する地域は、都市計画により第１種住居地域とされ 容積率 10 分
の 20、建  率 10 分の 6 と定められているが、本件土地に関する具体的事情に照
    本件土地 課    建築制限 長期間          考慮 入  
も、いまだ上告人らが制限を超える建築をして本件土地を使用することができなかったこ
とによって受けた損失を持って特別の犠牲とまでいうことはできないと判断 

ケース２：伊東訴訟（建築不許可処分取消請求/最判 H20.3） 
 静岡県が土地所有者の建築許可申請に対して、都市計画施設（道路）に関する都市計
画に適合      理由 不許可      原告 建築不許可処分 取消 求  訴訟
を提起し、都市計画の違法性を争ったもの。 
   →静岡県が都市計画 変更 定   当  勘案  土地利用 交通等 現状及 

将来 見通  合理性 欠      たため、本件変更決定 違法とされ、控訴人
の請求はすべて容認すべきとの判断 

ケース 3：京都訴訟（都市公園区域変更処分取消等請求（住民訴訟）/S61.3） 
 市長 行  都市公園用地 都市公園区域  除外  都市公園区域変更処分につい
て、京都市民   取消 求めたもの。市 同年鉄道会社 土地 売却契約 行  。 

→市長 行  都市公園用地 都市公園区域  除外  都市公園区域変更処分
は、当該土地の財産的価値に着目し財産的効果 生      自体 法律上 目
的とするものではないから訴えの対象とならないとの判断
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3 社会情勢等の変化

3.1 人口動向
本市の人口は平成 28年４月 1日現在で 383,493 人（男性 194,150 人 女性 189,343

人） 前年 比 2,729 人増加  人口増加率 0.7％       長期的 動向 見  、平
成 21 年度末 前年度 比  人口 減少      平成 22年度末   ６年連続 増加  
いる。 

      年齢別 構成比     65 歳以上 老齢人口 割合 増加  一方  15 歳未
満 年少人口 割合 減少        昭和 60年 平成 27 年 各歳別人口をピラミッドで比
較しても少子高齢化の傾向が顕著にみられる。 

また、「岡崎市人口推計報告書」（平成 26 年 5月）によると、本市の人口は今後も増加を続け
るが、徐々に増加幅は縮小し、平成 42 年 ピークにその後減少に転じるものと推測されている。地域
別 見  、東部及び額田地域は、すでに人口が減少しはじめており、また、この２地域以外では総人
口の傾向と同様に平成 42年   ゆるやかに増加するが、平成 42年以降 各地域で徐々に減少
に転じていくと推測されている。 

図―Ⅱ-1 人口推移表

資料：緑 基本計画 2011改訂版（H28.3）P14 より
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図―Ⅱ-2 各歳別人口ピラミッドの推移
＜昭和 60年＞                      ＜平成 27年＞

資料：岡崎市ホームページ企画課より

図―Ⅱ-3 将来人口の推計
＜市全域＞                       ＜地域別＞

資料：「岡崎市人口推計報告書」（平成 26年 5月）より
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3.2 都市公園における公共事業投資の変化

近年、国や地方自治体の財政事情はますます厳しくなってきている。本市においても平成元年 ５
年度 ５年間 平成 23年度 27 年度の 5年間 都市公園整備費及 維持管理費について比
較すると下図のような傾向を読み取ることができる。 

都市公園の整備費（工事請負費+公有財産購入費）を比較すると、約 20年間 大きく減少し
ている。また、それぞれの 5年間 平均値でみても約 95％程度減少  金額となっている。       

都市公園の維持管理費（委託料）を比較すると、全体的に増加傾向にあり、平成 1 5 年度か
ら平成 23 27 年度の間に約 80％程度増加  いる。しかしながら、都市公園の ha当たりの維持
管理費をみると、この 20 年間 約 15％程度減少している。平成 26 27 年度 やや増加している
が、これは東公園や岡崎中央総合公園の改修のための設計コストが含まれているためである。このため
実際には平成 23 27 年度間の金額 ほぼ横ばいであると考えられ、個々の都市公園にかけられる
維持管理費は全体的に減少している。

図―Ⅱ-4 都市公園整備費推移（H1 5→H23 27） 図―Ⅱ-5 都市公園管理費推移（H1 5→H23 27）

資料：岡崎市集計  タより

＜委託料＞                                ＜ha     委託料＞
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また、近年 本市の都市公園整備面積及び整備費合計の推移は下表の通りである。 
平成 23 27 年の整備面積の平均値は 0.70ha/年、整備費の平均値は約３億円/年となってい

る。 

表―Ⅱ-3 岡崎市の都市公園整備面積および整備費（工事請負費・公有財産購入費）
年 度 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 合計

整備面積（ha） 0.32 0.00 0.36 0.41 2.43 3.52 

整備費合計（千円） 27,010 973,552 215,973 114,299 158,264 1,489,098 

内
訳

工事請負費
（千円）

27,010 0 49,350 81,922 158,113 316,395 

公有財産購入費
（千円）

0 973,552 166,623 32,377 151 1,172,703 

資料：岡崎市集計 ータより

本市 長期未整備都市計画公園 23箇所の未整備区域の合計面積は、481.83ha であり、今後
毎年 増加面積 平均値 0.70ha ずつ公園を整備    全  完了    約 690年 必要  る
と想定される。

今後、年数 経過 伴  公園施設 老朽化 安全性確保等  対応 求    更 既存 
公園緑地 更新 再整備 予算 投入  必要性 高       近年 厳  財政状況下  
いては、限られた予算の中で都市公園の整備を効果的  効率的 進       強 求    。
例  、新たに都市公園を整備する際には、「緑の基本計画」において『都市公園等に歩いていける

地域を増やすことを目指す』こととしている市街化区域内に配置する方針に加え、現在策定中の「立地
適正化計画」で設定される『居住誘導区域』を考慮した配置方針を検討することなどが考えられる。
また、「緑の基本計画」で示された「緑の質」に関する重点施策 基    官民連携  公園利活

用の取組を積極的に進めることも重要である。
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3.3 都市計画法の改正によるまちづくりの方向転換
 これまでに都市計画決定された都市施設は、本市の目指すべき都市像を実現するために、その必要
性を充分検討された上で決定されたものであり、  整備  相当程度長期間 要    一定 継
続性が必要とされる。しかしながら、時間の経過に伴  都市計画決定 行  当時  社会情勢や
利用者   は変化しており、それらを勘案した上  変更 必要と考えられるものについては積極的に
見直  進めるという社会的気運が近年、高まってきている。 

ここでは、国の都市計画法に関わる改正点について以下にとりまとめる。 

①第８版 都市計画運用指針（国土交通省/平成 28年 9月） 

  指針  国    今後 都市政策 進       都市計画制度 運用 考 方     
原則的な考え方が示されたものである。都市計画 見直     関連する場所を以下に抜粋する。 

＜適時適切 都市計画 見直 ＞（P7） 

 長期    事業 着手      都市施設又 市街地開発事業 関  都市計画    
  見直         定          基   都市 将来像 踏   都市全体   
 影響  都市圏全体    施設 配置 規模等 検討 行         必要性 検証 
行    望    都市計画決定当時 計画決定 必要性 判断  状況 大  変化  場
合等      変更 理由 明確   上 見直  行    望    

＜都市施設 関  都市計画 見直  考 方＞（P213） 

・都市の将来像を実現するために都市計画決定       後長期    事業 行     
 施設 問題        計画 変更 慎重 行                  運用
     一度都市計画決定  施設 都市計画 変更         慎重       
   長期的    都市 将来像 変  得      必要 応 変更 検討 行    望
ましい。  場合 都市施設 都市計画 都市 将来 見通  下 長期的視点    必要
性が位置づけられているものであり、単 長期     事業 着手        理由   変
更     適切     都市施設 配置 変更 規模 縮小 廃止  個別 箇所 区間
   対象   検討 行       都市 将来像 踏   都市全体    影響  地域
全体    施設 配置 規模等 検討 行    必要性 変更理由 明     上 行 
れるべきである。  
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②都市計画法の改正（平成 18年度）

人口減少・超高齢社会を迎え、これまでのまちづくりのあり方を転換し、都市の既存ストックを有効活
用しつつ、様々な都市機能がコンパクトに集積した都市構造を実現することが求められていることから、
平成 18 年度 国土交通省   都市 秩序  整備 図    都市計画法 改正 行    
法改正の大きなポイントは以下の 2 つである。

◆「大規模集客施設」を建築することができない地域が新たに定められた。
法改正    法施行後 床面積 合計 一万平方     超  劇場 店舗 飲食店等 
大規模集客施設  現在立地可能 第二種住居地域 準住居地域 工業地域及 非線引
都市計画区域内等の白地地域において、原則建築することができない。
 また、改正前は市街化調整区域への「計画的大規模開発は許可」とされていたが、改正後は、許
可基準が削除され、市街化調整区域内は「大規模開発も含め、原則不可」となった。

◆社会福祉施設・病院・学校等の「公共公益施設」の建築に許可が必要となった。
 法改正    法施行後    で市街化調整区域内では開発許可 不要       社会
福祉施設・病院・学校等の公共公益施設の建築に許可が必要となった。

今回 改正   商業施設立地 関  用途地域別 規制変更点 下表        

表―Ⅱ-4 大規模集客施設 立地可能 用途地域等 見直 

資料：国土交通省ホームページより
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3.4 立地適正化計画制度（国土交通省/平成26年 5月） 
平成 26 年 5月 都市再生特別措置法 改正   立地適正化計画制度 創設  た。

これは、今後のまちづくりにおいて高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環境
を実現すること、財政面及び経済面において持続可能な都市経営を可能とすることを課題としてとら
  医療 福祉施設 商業施設 住居等      立地  高齢者       住民 公共交通
機関       生活利便施設等           福祉 交通   含  都市全体 構造 
見直                        考  基に進めていくものである。

 またこの計画は、「コンパクトなまちづくり」を進めるためには居住や福祉   民間 施設 活動 重
要であることから、都市全体を見渡    その誘導を図ることに初めて焦点を当てたものである。

図―Ⅱ-6 立地適正化制度 意義と役割

立地適正化計画では、区域を記載する他、基本的な方針、その他必要な事項を記載しなければな
らない。

【区域】
・立地適正化計画の区域は都市計画区域内でなければならず、都市計画区域全体とすることが基本
 立地適正化計画区域内  「居住誘導区域」と「都市機能誘導区域」を設定すると共に、居住誘
導区域の中に都市機能誘導区域を定めることが必要

【基本的な方針】
・計画により実現を目指すべき将来の都市像を示すとともに、計画の総合的な達成状況を的確に把
握      定量的 目標 設定     望    
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図―Ⅱ-7 都市計画 民間施設誘導 融合

また計画は、達成状況を評価し、状況に合わせて都市計画や住居誘導区域を不断に見直    
時間軸をもったアクションプランとして運用することで効果的なまちづくりが可能となる。

図―Ⅱ-8 時間軸をもったアクションプラン

資料：「都市再生特別法」に基づく立地適正化計画概要       り（平成 26年 8月 1日時点版）
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3.5 新たな時代の都市マネジメントに対応した都市公園等のあり方検討会
国土交通省（平成26年 11月設置） 

国土交通省   平成 26年 11 月に「新たな時代の都市マネジメントに対応した都市公園等のあ
り方検討会」を設置  人口減少 少子高齢化社会    緑          再編 利活用  
 方    活力 個性 支  都市公園の運営のあり方等について、９回にわたって検討が行  、
最終的なとりまとめが今後のあり方の方針として公表された。 

今後の都市公園政策  立地適正化計画等 連携   都市   再構築      今ある緑と
           効率的 効果的           都市         推進         
視点 求            都市計画        立地適正化計画等 整合 図  都市 
集約型都市構造化 向  方針 戦略        必要         

さらに、地域の特性やニーズに応じながら、都市公園のポテンシャルを発揮させ、多様な主体とより柔
軟に都市公園を使いこなすためのマネジメントの強化 民  効果的 連携    体制 構築や人
材育成などの仕組みの充実が必要であるとしている。

次頁以降 最終とりまとめの概要をまとめる。

図―Ⅱ-9 都市公園の配置と機能の再編等による都市の活性化 事例
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＜新たな時代の都市マネジメントに対応した都市公園等のあり方検討会 概要版＞ 
                                      （国土交通省      内容      ）

新たな時代の都市をつくる緑とオープンスペースの基本的考え方

緑とオープンスペースの多機能性の再認識と都市の特性に応じた発揮

社会が成熟化し、市民の価値観も多様化する中、都市基盤も一定程度整備されたステ

ージにおいて、緑とオープンスペース政策は、緑とオープンスペースが持つ多機能性を

都市のため、地域のため、市民のために発揮すべく、そのポテンシャルを最大限発揮さ

せるための政策へ移行すべき 

新たな 
ステージで 

重視すべき観点

ストック効果を 
より高める 

民  連携 
加速する 

都市公園を一層柔軟に 
使いこなす 

パラダイムの
シ フ ト

●整備、面積の拡大を重視 

●都市公園の中だけでの発想 
●行政主体の整備、維持管理

●硬直的な都市公園の管理 

●維持管理の延長での公園

運営 

●使うこと、活かすことを重視 

●都市全体、まちづくり全体の

視野での発想 

●市民やNPO等の主体的な活

動を支援 

●民間施設との積極的な連携 

●地域との合意に基づく弾

力的な運用 

●まちづくりの一環として

のマネジメント 

１．都市を取り巻く社会状況 
○少子高齢化と人口減少○都市化の進展と国民の環境問題等への関心の高まり○地方の活性化と大都市の

グローバル化○社会資本の整備と老朽化の進行○財政面、人員面の制約の深刻化○国民の価値観の多様化

２．緑とｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの状況 
○都市公園ストックの一定の蓄積（１０万

箇所、１２万ha） 

○施設の老朽化と計画的かつ適切な維持管

理 

○財政制約が深刻化する中での戦略的なス

トックマネジメント等 

３．今後の都市の方向性 
○集約型都市構造化、都市と緑・農の共生が実現

された都市 

○大規模地震等の災害に対してレジリエント（復

元力のある）な都市 

○グローバルな都市、水や緑あふれ、歴史・文化

が薫る美しいまち等 

○集約型都市構造化が課題となっている都市において、都市の再構築にあわせた緑とオ

ープンスペースの再構築により、緑豊かでゆとりある都市生活を実現 

○国際競争力強化が課題となっている都市において、都市のブランドとなる緑とオープ

ンスペースが、生物多様性に富んだ美しく風格ある都市を形成 

○地方創生が課題となっている都市において、地域の資源を活かした個性豊かな緑とオ

ープンスペースが、個性と活力のある都市づくりを実現 

【緑とオープンスペースの多機能性の発揮により実現できる都市像の例】
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 新       向  重点的 戦略 

緑とオープンスペースの、都市をより美しく、暮らしやすく再構築できる力を最大限発揮す

るための以下の施策を実施し、都市のリノベーションを推進 

（１）緑の基本計画等による戦略的な都市再構築の推進 
多様な生物を育み、良好な都市環境を形成する根幹となる緑とオープンスペースを基軸

として集約型都市構造化を進める方針など、リノベーション戦略の方針を緑の基本計画で

整理し、計画的に推進 

（２）民の広場空間等との連携強化による緑の多価値化 
    民の広場空間等との連携を強化し、温暖化対策、生物多様性の確保、防災性の向上等、

緑の多面的な価値を発揮 

（３）都市公園の配置と機能の再編等による都市の活性化 
地域に応じた都市公園の配置と機能の再編等を戦略的に進め、都市を活性化 

都市公園をより柔軟に使いこなすことで、都市の様々な課題の解決にその多機能性を最大

限発揮できるよう、以下の施策を実施 

（１）都市経営の視点からの都市公園マネジメントの推進 
まちの魅力、価値の向上に向けた都市経営の視点からの都市公園のポテンシャルを発揮

するための計画に基づくマネジメントの推進 

（２）地域の特性やニーズに応じた都市公園の整備の推進 
子育てなど地域ニーズに応じた都市公園の整備、施設の設置を促進することで、都市公

園を活性化、まちを活性化 

（３）都市公園の特性に応じた多様な主体による公園運営の推進 
地域住民による主体的な公園運営や、民間事業者との連携等による収益の向上と、都市

公園の管理の質の向上への収益の充当等を促進 

１．２．を行政、市民、民間事業者等がそれぞれの役割に応じて推進するため、効果的な

連携の体制や仕組み等の充実を図る 

（１）緑とオープンスペースの利活用を活性化するための体制の構築 
緑とオープンスペースの利活用の活性化を促進する多様な主体との連携体制の構築 

（２）新たなステージを支える人材の育成、活用 
都市のため、市民のための発想で施策を推進できる人材を育て、サポートする仕組みを

設置 

（３）都市公園等の品質を確保、評価する仕組み 
維持管理の技術的基準の明確化、都市公園の管理の質を客観的に評価する仕組みの創設 

１．緑とオープンスペースによる都市のリノベーションの推進

２．より柔軟に都市公園を使いこなすためのプランニングとマネジメントの強化

３．民との効果的な連携のための仕組みの充実
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4 上位・関連計画
本市の公園緑地に関わる上位・関連計画の中で、検討に関わる内容を以下に抜粋する。

① 「第６次岡崎市総合計画後期基本計画（平成 27 32 年度） 
（岡崎市/平成 27年 2月） 

総合計画は、市の将来都市像『人・水・緑が輝く 活気に満ちた 美しい都市 岡崎』を実現する
    長期的 展望          基本的 方針 定めるものである。この計画の中で、本
市は歴史的・文化的に結びつきを持ち、コミュニティとして一体感を醸成できる８つの支所・本庁地
域に市域が区分され、各地域に応じたまちづくりが地域との協働のもとで進められる。

図―Ⅱ-10岡崎市の将来都市構造

また、分野別計画の項目において、本市の公園緑地については以下のように示されている。 
 分野別計画 快適 魅力        Ｐ82 より 

「緑の基本計画に基づき、地域バランスの取れた公園配置や高齢社会に即した公園計画・整
備 進  市民 行政  協働   市街地 緑化 保全 推進  地球環境 保全 市街地
景観の創造を図ります。」
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② 「岡崎市都市計画マスタープラン 2010」（岡崎市/平成 22年 2月） 

都市計画マスタープランは、都市計画法に基づき、市町村の都市計画に関する基本的な方針と
して定めるものである。本市の都市計画マスタープランでは『快適な暮らしと自然・歴史資源が調和
した風格ある都市』を理念とし、目指すべき都市づくりの主要課題のひとつとして『環境に配慮したコ
ンパクトで持続可能な都市づくり』を挙げている。 

本計画   第６次岡崎市総合計画基本計画  同様  合併前 行政区分 背景    
まりのある８つの区域による地域区分を設定している。そして、全体構想に示された都市づくりの目
標 受  拠点    都市基盤施設整備等 土地利用 景観等 規制・誘導の３つの視点か
  地域住民 身近      の課題を抽出し、地域別構想として地域ごとのまちづくりの目標、
方針を定めている。

図―Ⅱ-11地域別構想の地域区分の設定
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③ 「岡崎市緑の基本計画 2011改訂版」（岡崎市/平成 28年３月） 

緑の基本計画は、各市町村が緑地の保全や緑化の推進に関して、その将来像、目標、施策な
どを定める基本計画である。本市では 市民 自然 歴史 育  緑の文化都市』をテーマに、平
成 32 年度 目標年次   緑 基本計画 平成 23年 3月に策定され、平成 27 年度に改
訂が実施された。 
その中で、 緑 量   緑 質  関  重点施策 基  検討 取組 重要      示 
れている。具体的には、市街化区域内の都市公園等の配置方針に基づき検討することや、都市
公園     限   予算 効果的 活用等 目的   官民連携  公園利活用 取組 
積極的に進めることとしている。 

【緑の推進施策】（Ｐ101） 

『社会状況等の変化に応じ、メリハリのある公園整備を進めます』 
社会状況の変化に応じた公園緑地整備を進めるため、必要のある公園緑地等について計画の

見直 検討 行       計画的 効率的 公園整備 進     長期    未整備  
    公園緑地     現在 施設計画 利用状況 考慮 都市計画 見直  進   
めの考え方や方針を検討します。 

 また、緑に関する重点施策として 緑 量  関  重点施策、「緑の質」に関する重点施策の
２つが設定されている。 

◎「緑の量」に関する重点施策 
 「緑 量」に関する重点施策の１     市街地 緑 量 向上   方策が以下のように示
されている。 

 市街地  緑 量  向上 （Ｐ111） 

公園 街路樹   整備   市街地 緑 創出 努        市街地  都市化 
進展しており、公園   緑地         頻度 新  確保     難         
       既存 公共施設 民有地 敷地 有効活用  緑化 進      市街地 緑
 量 増     重要となっています。 

公共施設      緑化 基準 定  緑 量 向上       市民協働* 管理者 
技術向上   適切 緑化 維持管理 進  市街地    緑化 先導    

一方 民有地      法制度 活用   緑 積極的 増  規制誘導策 検討    
   緑化 関  技術 普及 情報提供 各種助成制度 拡充   支援策 展開    
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◎「緑の質」に関する重点施策 
「緑の質」に関する重点施策の 1 つとして、公園運営の新たな仕組みづくりの方策が以下のよう

に示されており、地域の庭としての公園づくりを目指し、モデルケースとして針崎東町の公園において
地元住民、NPO 行政        ップが開催されている。（P25参照） 

【公園運営の新たな仕組みづくりによる「緑の質」の向上】（Ｐ113） 

岡崎市  公園 維持管理      地域 結成   団体（公園愛護会）  協働
 進      公園愛護会 活動  地域 公園 清掃 除草等 作業 行  市民 身
近な公園の緑へ愛着を持つことに繋がっています。一方、今後少子化や高齢化が進展する社
会情勢下     地域        公園   緑  関   維持  緑 有効活用 適切
 維持管理 図      市民 行政 適切 役割分担    協力  運営活動 活性
化していくことが必要です。このことから、現在の公園愛護会を発展させる形で、市民   広 
範囲で公園の維持管理 運営活動 参加   新  仕組  （仮称）公園愛護運営会 
づくりを進めていきます。

     計画   緑地 減少抑制 都市公園 整備 進  緑 量 向上        
緑 質 魅力 向上  十分配慮           各種 評価指標   目標値 設定 
れている。その一つとして今後の都市公園等の整備方針について、以下のような具体的配置方針
が示されている。

市街化区域     都市公園等 歩  行  地域 増     目指    （Ｐ119）

本市の都市公園は、平成 26年 4月 1日現在で 405.36ha の面積があり、都市計画区域の
人口 1人あたり面積は、10.69㎡/人であり、市街化区域においては、5.52㎡/人となっています。

岡崎市都市公園条例   都市公園 1人あたり面積の標準は 10㎡/人以上、市街地に
おいては 5㎡/人以上    本市 都市公園 整備量     上回     一定 整備 
進められてきています。しかしながら、H23年計画策定時 比較    市街化区域  都市公
園等の整備面積が増加しているものの、人口増に伴って、都市公園の 1人あたり面積は 0.3㎡/

人程度減少      
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今後は、引き続き都市公園を整備していくことに加えて、児童遊園やこども広場を含めた施設の
配置     考慮  市街化区域     多  市民 身近 憩           楽   
場が確保されるようにします。

このため、将来的には、市街化区域において、都市公園等（都市公園・児童遊園・こども広
場） 歩  行  地域 割合 100％とすることが求められます。

平成 25年度    都市公園等 歩  行  地域 割合 69％であり、引き続き平成
32年度 目標年次      70％とすることを目標とします。
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図―Ⅱ-12 針崎東町ミーティングの概要（ H30.1）
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④ 「岡崎市立地適正化計画2017」（素案）（岡崎市/平成 28年 ） 

平成 26 年 都市再生特別措置法改正    行政 住民 民間事業者 一体      
          促進     立地適正化計画制度 創設   。 

本市においては、平成 26年度  立地適正化計画に関する取り組みが始められ、現在までに
 岡崎市立地適正化計画 2017」（素案）が作成された。この中で定められる内容は、立地適
正化計画の区域、基本的な方針、住居を誘導すべき区域（居住誘導区域）と都市機能増進
施設 立地を誘導すべき区域（都市機能誘導区域）及びそれらの施策等である。 

なお、この計画は岡崎市都市計画        一部   見          

その概要は以下の通りである。 

対象区域：岡崎市都市計画区域 

計画期間：平成 28年度  20 年後 直近 国勢調査実施年度 整合   平成 52 
年度まで 

方   針：下図参照 

図―Ⅱ-13 まちづくりの方針 
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図―Ⅱ-14 都市機能誘導区域の概要

資料：岡崎市より
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⑤ 「岡崎市公共施設等総合管理計画」（岡崎市/平成 28 年 8月） 

厳  財政状況下     人口減少等 将来変化 見込      公共施設等 老朽化
対策 全国的 課題           岡崎市公共施設等総合管理計画          
     老朽化対策 推進  安全 持続可能 管理 行       方針 定     

  計画   市 保有  全  施設 対象   現状 将来 見通  係 分析    目
指 姿 行動原則   定   全体方針   保有施設 利用者 施設目的   類型化  
類型   保有状況 確認  大   管理方針 定   類型別方針      

図―Ⅱ-15 全体方針及び類型別方針

【全体方針】 
＜目指す姿＞ 

・現世代への安全な公共施設サービスの確保 
・将来世代への過大な負担を解消 
・公共施設サービス水準の低下を回避

＜ハコモノ行動原則＞ 
・新規整備は、原則として行わない 
・長寿命化のための大規模改修が必要な
築 40 年前後を見直しの契機とする 

・施設総量（総延床面積）を縮減する 
・基金の活用 

＜インフラ行動原則＞
・長寿命化の推進 
・現状投資規模（一般財源）を維持 
・アセットマネジメント体制の強化

【類型別方針】

学
校
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住
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園

市
民
病
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庁
舎

他
道
路

橋
り
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う

河
川

下
水
道

他

上
水
道

＜公園＞ 
（取組方針）
・老朽化対策の推進 
・新たな公園運営の仕組みづくり 
・その他公園、未整備公園の再検討

（その他公園の見直し）
児童遊園・こども広場は、少子化や地域ニーズの変化に応じて順次見
直しを行っていく。 

（未整備公園の再検討） 
都市計画決定時点から現在にわたる社会環境変化等により、未整備公
園を整備する必要性の変化や、実現可能性の著しい低下などが生じた
ものについて、ガイドラインを定めて再検討する。 
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Ⅲ.岡崎市の都市公園等について
1 都市公園等の現状

1.1 都市公園の整備状況
平成 28 年 4月 1日現在、本市の都市計画区域における都市公園は 240 箇所、計 408.20ha

が整備されている。平成 21年   変遷をみると、街区公園が 19 箇所 近隣公園 2 箇所、都市
緑地と緑道がそれぞれ 1箇所増加しており、市民    最も身近な小規模な公園が増加している状
況である。また、都市基幹公園が２箇所、広域公園が１箇所整備され、都市基幹公園以上の大規
模公園の整備も進められている。 

表―Ⅲ-1 都市公園の整備状況

（岡崎市都市計画区域内人口：380,064 人）  

種    別 
平成 28年 4月 1日現在 

箇所数 合計面積(ha) ㎡/人 
住区基幹公園 街区公園 174 45.46 1.20 

近隣公園 20 35.09 0.92 
地区公園 2 7.90 0.21 

都市基幹公園 総合公園 2 41.71 1.10 
特殊公園 風致公園 1 17.89 0.47 

歴史公園 3 12.69 0.33 
墓   園 1 19.00 0.50 

広域公園 1 106.90 2.81 
都市緑地 28 118.16 3.11 
緑道 8 3.40 0.09 
都市公園計 240 408.20 10.74 
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1.2 都市公園の市民一人当  公園面積
岡崎市都市公園条例  、都市公園の 1人当たり面積の標準は 10㎡/人以上、市街地におい

ては 5㎡/人以上と示されている。前頁表より、本市の都市公園は、平成 28 年 4月 1日現在で
408.20ha の面積があり、都市計画区域の人口 1人当たり面積は 10.74㎡/人であり、市街化区
域においては 5.40 ㎡/人となっているため、現状 整備量 目標 上回    。
また、平成 47 年の公園の整備面積を 408.20ha のままとしても、人口 1人当たり面積は 10.30

㎡/人（人口は「岡崎市人口推計報告書/平成 26 年５月 より）となり、現在より減少するものの、
整備量 目標 上回    状態であると予測される。

1.3 都市公園に準じる施設の整備状況
本市の都市計画区域内の市街化区域及び市街化調整区域には、都市公園以外の施設であっ

て、都市公園と同等の機能を有した「都市公園に準じる施設」が整備されている。 

① 住区基幹公園に準じる施設 
本市には、児童福祉法 基  児童福祉施設    小学校低学年以下 子   対象   身

近で安全な遊びの場となる児童遊園が 37 箇所、児童遊園の補完的な役割を果たし地域町内会の
主体 管理運営        広場 299箇所整備されている。これら施設は屋外での日常的な
子どもたちの遊び場や近隣住民 憩  場       街区公園 同等 機能 役割 果    
る。 
その他、スポーツ振興課が所管している運動広場として、学区運動広場が 9箇所整備されており、

市民 身近な日常的スポーツ 場    近隣公園 地区公園などと同様の機能や役割を果たしてい
る。 
以上の状況より、今回の検討において住区基幹公園に準じる施設としては、児童遊園、こども広場

及び学区運動広場の 3 つを指すものとし、現状の整備状況を下表にとりまとめる。 

表―Ⅲ-2 住区基幹公園に準じる施設の整備状況

※1児童遊園・こども広場面積は平成 28年 4月 1日現在
※2学区運動広場面積は図面より計測

種  別 箇所数 合計面積（ha） 備 考 
児童遊園（※1） 37 3.70 市街化区域内を中心とした各地区に配置 
こども広場（※1） 299 12.77 児童遊園の補完的役割 
学区運動広場（※2） 9 8.18 体育施設   管理

計 345 24.65 ― 
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② 都市緑地に準じる施設

本市の都市計画区域には、「岡崎市自然環境保全条例」に基づき、自然環境の保護が位置付け
られている「自然環境保護区」   北山湿地 指定されており、当該区域の自然環境が保全されてい
る   散策路   整備   自然観察会   開催     。 
また、本市の「水とみどりの森の駅事業」により、｢水資源」と｢豊かな自然環境」を将来にわたり継承

     保全 育成  活用   共  地域資源 活用  地域振興 市民交流 支援 促進す
る施設として位置付けられた「水とみどりの森の駅」として、おかざき自然体験の森、こども自然遊びの森
わん Park などが指定されている。 
これらの自然環境保護区や森の駅は、市の事業として、豊かな自然環境を保全しつつ、緑とのふれ

   市民交流 促進   おり、都市の自然的環境の保全並びに改善、景観の向上を図ることを目
的とする都市緑地と同等の機能や役割を果たしている。 

表―Ⅲ-3 都市緑地に準じる施設の整備状況

※平成 28年 4月 1日現在

1.4 都市公園等の市民一人当  公園面積
本市の都市公園と、都市公園と同等の機能を有した都市公園に準じる施設を合わせた都市公園

等の整備面積は、合計で 553.05ha となり、都市計画区域の人口 1人当たり面積は 14.55㎡/人
となっている。 

表―Ⅲ-4 都市公園に準じる施設の整備状況

（岡崎市都市計画区域内人口：380,064 人） 

P33 に、本市の都市公園及び都市公園に準じる施設の配置状況図を示す。

名  称 箇所数 面積（ha）※ 備 考 
北山湿地 1 26.60 自然環境保護区（平成20年度指定） 
おかざき自然体験の森 1 89.00 水とみどりの森の駅（平成14年度設置） 
こども自然遊びの森 わん Park 1 4.60 水とみどりの森の駅（平成22年度設置） 

計 3  120.20 ― 

種  別 箇所数 合計面積(ha) ㎡/人 備 考 
都市公園 240 408.20 10.74 P29参照 

都市公園に準じる施設    
  住区基幹公園に準じる施設 345 24.65 0.65 P30参照 

  都市緑地に準じる施設 3 120.20 3.16 P31参照 

都市公園等 合計 588 553.05 14.55 
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【参考】

◆都市計画区域外の公園緑地
本市には都市計画区域外においても、以下のようなスポーツ施設や本市の豊かな自然環境や

緑の空間を活かした施設が整備されている。

額田運動場           中伊西                 石原農村公園

外山農村公園           森の駅育成地区          森の駅育成地区
「炭焼きの森」         「日近 里    渓谷」

本宮山県立自然公園

◆ポケットパーク
 市内   道路整備 余剰地等 
活用したポケットパークが、市内に整備
           市民 憩  癒 
 交流 場       

                               フジの広場               カヅラの広場
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図―Ⅲ-1 都市公園等配置状況図
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2 市街化区域内の都市公園等の配置方針

2.1 市街化区域内の都市公園等の配置方針
本市では、都市の緑に関する総合的な計画である「緑の基本計画」（詳細は P22 25 参照）の

中で、今後、緑地の減少抑制や都市公園等の整備を進めて、緑の量 向上        緑 質 
魅力 向上  十分考慮するものとして、それぞれの評価指標とその目標値が設定されており、その考
え方に基づき都市公園等の検討を進めるものとする。 

本市における今後の公園緑地の配置について、「緑の量 関  評価指標」として、以下のような市
街化区域内の都市公園等に関わる具体的な方針と指標が定められている。 

＜方針＞ 

「今後は、引き続き、都市公園を整備していくことに加えて、児童遊園やこども広場を含めた施設の
配置バランスを考慮し、市街化地域では   多  市民 身近 憩           楽   場
が確保されるようにします。」 

また、公園緑地の整備については、以下の評価指標を目標として進めるものとする。 

＜評価指標と数値＞ 

「将来的には、市街化区域において、都市公園等（都市公園・児童遊園・こども広場）に歩いて
いける地域の割合を 100％とする。」 

なお、本市の市街化区域において、都市公園等に歩いていける地域の割合は、平成 25年度 
は 69％となっている。

注）「岡崎市緑の基本計画」の中で示される『都市公園等』とは「都市公園、児童遊園、こども広場」を合わせたものを指
しているが、本ガイドラインではこれらに「学区運動広場」「自然環境保護区」「水とみどりの森の駅」を含め『都市公園
等』として定義している。

市街化区域     都市公園等 歩  行  地域 増     目指    

市街化区域における都市公園等に歩いていける地域の割合：平成32年度 70％
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Ⅳ.岡崎市の長期未整備都市計画公園の現状
1 岡崎市の長期未整備都市計画公園の現状

1.1 長期未整備都市計画公園の状況
本市において、都市計画決定がなされているものの、未整備区域が存在する都市計画公園は、現

在 23 箇所存在する。その概要及び位置を以下にとりまとめる。

表―Ⅳ-1 長期未整備都市計画公園一覧表（平成 28年 4月 1日現在）

上記以外の未整備の都市計画公園（都市計画決定後 20 年未満）として駅南中央公園（近隣公園）があるが、
現在、全域の整備に着手済みである。 

※ 平成 28 年 4 月 1 日時点では、乙川河川緑地の都市計画決定面積は 23.6ha 六名緑地 都市計画決定面積は
17.8ha だったが、平成 29 年 9 月 20 日 乙川河川緑地 六名緑地 一部 編入  都市計画変更 行    
  本書  変更後 面積 区域 記載   

番号 種別 公園名 所在地
都市計画決定
年月日(当初) 

都市計画決定
面積（ha）

1 街区 赤山公園 井田町 1丁目 108他 S36.3.16 0.96 

2 街区 上地公園 福岡町字南藤六 S36.3.16 0.59 

3 街区 中町公園 中町字東丸根 S36.3.16 0.49 

4 街区 針崎公園 若松町字西之切 S36.3.16 0.36 

5 近隣 戸崎公園 戸崎町字牛転 14-110 S36.3.16 2.70 

6 地区 矢作公園 中園町字大縄 1 S36.3.16 3.70 

7 総合 東公園 欠町字大山田 1 S16.9.27 43.50 

8 総合 南公園 若松町字萱林 1-1 S16.9.27 15.60 

9 運動 龍北公園 真伝町他 S39.12.21 28.90 

10 歴史 岡崎公園 康生町 56 1-1 S16.9.27 11.20 

11 歴史 北野公園 北野町字郷裏 40 S63.12.5 1.80 

12 広域 岡崎中央総合公園 高隆寺町字峠 S59.12.19 189.30 

13 墓園 岡崎墓園 才栗町字流石 51 S45.12.16 27.50 

14 緑地 稲熊緑地 稲熊町他 S36.3.16 30.90 

15 緑地 乙川河川緑地 吹矢町他 S52.11.25 （※）27.60 

16 緑地 大門河川緑地 大門 3丁目地内 S62.2.20 28.30 

17 緑地 天神山緑地 岩津町他 S36.3.16 46.40 

18 緑地 仁木河川緑地 仁木町他 S62.2.20 25.60 

19 緑地 日名橋河川緑地 舳越町字稲荷 1-7 S62.2.20 42.10 

20 緑地 藤川緑地 藤川町他 S36.3.16 83.80 

21 緑地 美矢井橋河川緑地 上青野町他 S62.2.20 59.90 

22 緑地 六名緑地 六名町他 S22.5.27 （※）13.60 

23 緑地 渡橋河川緑地 渡町他 S62.2.20 36.20 
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図―Ⅳ-1 長期未整備都市計画公園位置図

凡例
市街化区域界
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1.2 長期未整備都市計画公園の種類
前項で抽出した長期未整備都市計画公園を種類別 見  下表 通     

最も多いのは都市緑地で 10 箇所（内、全く開設されていないもの 5箇所）、次いで街区公園の
4箇所（内、全く開設されていないもの 3箇所）となっている。 

表―Ⅳ-2 種類別長期未整備都市計画公園個所数（平成 28年 4月 1日現在）

種類 街区 近隣 地区 総合 運動 歴史 広域 墓園 緑地

箇所数 ４ １ １ 2 1 2 1 1 10 
上記の内

全く開設されて
いないもの
箇所数

3 - - - 1 - - - 5 

1.3 長期未整備都市計画公園 経過年数
長期未整備都市計画公園 都市計画決定当初   経過年数 下表にまとめる。 

23 箇所の内、都市計画決定当初から 50年以上が経過しているものは 14箇所あり、全体の約
60％を占めている。また、その中の 8箇所は全く開設されていない状態である。 

表―Ⅳ-3 都市計画決定当初からの経過年別箇所数（平成 28年 4月 1日現在）

60年以上 50年以上
60年未満

40年以上
50年未満

30年以上
40年未満

20年以上
30年未満

S31.3 S31.4 S41.3 S41.4 S51.3 S51.4 S61.3 S61.4 H8.4 

未開設
公園緑地
箇所数

4 10 1 2 6 

上記の内
全く開設されて
いないもの
箇所数

1 7 - - 1 
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Ⅴ.長期未整備都市計画公園 見直し方針
1 見直  前提整理
本市 長期未整備都市計画公園 見直 に関する前提（これまでの内容）を整理  と、以下の

とおりである。

・  岡 崎 市 の 公 園 緑 地 の 現 状  ・

・人口 1人当たりの都市公園面積は、都市計画区域では 10.74㎡/人、市街化区域では 5.40㎡/人と市
条例（旧・国の法令）の基準を上回っている。（平成 28年 4月 1日）
・開設している都市公園は 240箇所あり、長期未整備となっている区域が存在する都市計画公園は 23 箇
所。（平成 28年 4月 1日）
・全 23箇所の内、50年以上 経過       14箇所、その中の 8箇所は全く開設されていない状態
である。
・長期未整備となっている主な理由 ●他法令（文化財保護法など）の規制を受けるもの

●用地取得に向けた調整に時間がかかるもの
●計画区域内もしくはその周辺に、（既設の）都市公園や代替施設が整備
された、もしくは今後その計画があるもの

・  社会情勢の変化  ・

●少子高齢化の到来による、将来的な
人口減少 見通 
●公園整備 維持管理予算の減少
●都市計画法の改正
・都市計画運用指針等の変更
●立地適正化計画制度
『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』

●新たな時代の都市マネジメントに対
応した都市公園等のあり方検討会

 ・緑とオープンスペースによる都市のリノ
ベーション推進

 ・より柔軟に都市公園を使いこなすプ
ランニングとマネジメント強化

 ・民との効果的な連携のための仕組み
が求められている

・長期未整備都市計画公園の問題点・

・周辺状況の変化により、整備に当たり予定よりも多大な
移転補償費や移転先の確保などが必要
・地権者に対し都市計画による建築制限を課した状態で
   長期     私権制限     

・ 上 位 ・ 関 連 計 画 ・ 

地域バランスの取れた公園配置や高齢社会に即した公
園計画・整備（総合計画）/「環境に配慮したコンパク
トで持続可能な都市づくり」（都市計画マスタープラン）
/「社会状況等の変化に応じ、メリハリのある公園整備」
（緑の基本計画）/都市機能誘導区域の設定（岡崎
市立地適正化計画 2017（素案））/未整備となって
いる都市計画公園再検討（岡崎市公共施設等総合
管理計画）

長期未整備都市計画公園見直しのためのガイドライン作成
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2 対処フロー
本市 長期未整備都市計画公園 見直 方針は、以下の対処フローとする。
長期未整備都市計画公園 23箇所の内、市の拠点として位置付けられた都市計画公園等を除外

し、詳細な検証が必要となる長期未整備都市計画公園     所在地 概要 公有地率等 整
理  公園   （参考資料編 P資-16参照）を作成し、計画区域内の整備状況、整備事業の実
現性等 検証 行  上  継続 変更（一部廃止） 廃止 候補 設定   

図―Ⅴ-1 長期未整備都市計画公園対処   

※上記フローでの各ステップの検証において、慎重な判断が求められるため、地元や、都市計画審議会、専門家など
の意見 適宜確認しながら進めるものとする。
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本市 長期未整備都市計画公園   抽出された 23箇所について、前述の対処フローに基づき、
以下のような検証 行 ことにより 今後 適切 方針を判断する。

①市の拠点として位置付けられた都市計画公園の検証
23 箇所の長期未整備都市計画公園 内 公園整備に関する上位計画である「岡崎市緑の基本

計画」や  他法令   、本市の拠点として重要な役割を有する都市計画公園に位置付けられてい
るものは、将来にわたって本市を代表する公園となるものである。これらの公園については、今後も引き
続き、都市計画公園としての位置付けと計画区域を「継続」する方針とする。

②都市計画決定以外の別途整備計画の検証
前述の市の拠点として位置付けられたもの以外の長期未整備都市計画公園 内 市民 周知済

みの別途整備計画に基づき、都市計画決定の趣旨を満たす整備を進めているものについては、都市計
画決定時 計画   機能 満        市民   理解 得      考  引 続 「整備
計画通りに事業を推進」する。

別途整備計画の内容が都市公園の整備の場合は都市計画公園としての位置付けと計画区域を
「継続」とし、都市公園に準じる施設の整備の場合は都市計画公園としての位置付けと計画区域を
「廃止」の方針とする。また、都市公園と都市公園に準じる施設の両方を整備する計画の場合は、都
市計画公園としての位置付けを継続するが、計画区域を 変更 （一部廃止）する方針とする。

③近年中 全面開設予定の都市計画公園の検証
長期未整備都市計画公園 内 既に設計 工事 進       近年中 全面開設予定  

るものについては、今後も引き続き都市計画公園としての位置付けと計画区域を「継続」する方針とす
る。

以降 検証については、長期未整備都市計画公園   詳細 検証 求       所在地 
概要 公有地率等 現状 整理   公園カルテ」 作成  各検証 行  上  今後の方針を判
断する。
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④計画区域内の整備状況の検証
「公園カルテ」を作成  長期未整備都市計画公園 内 全面供用には至っていないが、計画区域

内の整備済み施設により、当初計画された機能を満たしているものについては、今後残りの区域の整備
 行      当初計画していたとおりの公園利用 可能であると判断されるため、都市計画公園とし
ての位置付けを継続するが、計画区域を 変更 （一部廃止）する方針とする。

⑤整備事業の実現性の検証
今までの検証で抽出された箇所を除く長期未整備都市計画公園 内 設計 工事 進んでいない

状況であるが、計画区域内 宅地が存在しない、民有地（面積や地権者数）がわずかである等、整
備事業の実現性があると判断できるため、今後も引き続き都市計画公園としての位置付けと計画区域
を「継続」する方針とする。

⑥既存施設での代替性の検証
今までの検証で抽出された箇所を除く長期未整備都市計画公園 内 他の都市公園やこども広場、

児童遊園、学区運動広場など、該当公園と同等もしくはそれに準じる機能を有した代替施設が存在す
るかを検証し、存在するものについては都市計画公園としての位置付けと計画区域を「廃止」し、存在し
ないものについては今後も引き続き都市計画公園としての位置付けと計画区域を「継続」する方針とす
る。

ただし、この検証にて「継続」と判断された都市計画公園については、整備事業の実現性がなく、代
替施設も存在しないものが対象となるため、該当する都市計画公園の新たな代替地を探すことや、代
替となる都市公園等を整備するなどの対応も考えられる。

なお、代替性があるとする都市公園等の判断基準としては、都市計画公園の種類によって以下に示
す３タイプのいずれかに該当するものとする。

 ・住区基幹公園（街区公園など）の場合、250ｍの徒歩圏内に代替となる都市公園等がある。
  山地系緑地 場合 山林部 同規模以上 代替となる都市公園等がある。
 ・河川系緑地の場合、河川部に同規模以上の代替となる都市公園等がある。
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